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平 井 克 彦
1方 法論の検討
会計 の重要 な機 能 のひ とつ として情報提供 とい う機能 が存在 す ることについては古 くか ら一 般に
認め られ てきた ことである。 しか し,情 報機能面 か ら会計 を再検討 してみ ようとす る情報 会計 論が
活発 に展開 され るよ うにな ったのは比較的最近 の ことであ る。
情報 会計論展開 の出発点 と言 え るもの としてN.M・ ベ トフォ 一ード,あ るいは,彼 の参加 したrA
StatementofBasicAccountingTheory」(ASOBAT)をあげる ことが できるであろ う。 ベ トフ
ォー ドは,会 計 をひ とつのプ ロセ ス として,あ るいは開示 され る情報 とし〕う観点 か ら検討 され る も
の
のであ る,と し'て,会計 とは コ ミュニケー シ ョン ・プ ロセ スであ ると規定 する。 そ して,ベ トフォ
ー ドは情 報会計 論の提唱 に当 って,伝 統的な会計理論 の形成:方法 に疑問 を投 げかけて次 の ようにの
べ てい る。
「従来,会 計学は その展 開が企業の実際問題 に こた えるための ニー ズに よってモチベー トされ
てきた とい う帰納的性格 を持 ってい る。結果 として,伝 統 的な会計理論は実務家 に よって行 なわ
れて きた多種 多様 の会計実 務 を一般化 する記述 論 と して展開 されてきた。 しか し,特 殊 な会計実
務 に基づい て理 論 の一般化 をもた らす帰納法 は,会 計学 の発展 に大い に貢献 してきた ものではあ
るけれ ども,会 計 の知識体 系 とい う ものがは じめか ら当然に存在 するのだ とい う仮定や問題 が知
識 を発見す るの だ とい う仮定 に基づ く理論形式方法 であ る。 ……帰納法 は新 たな会計知識 の形成
を行 な う ものではない。帰納法 は,… …過去 の会計実務 の記 述 を行 な ってきただけである。 それ
ゆえに,帰 納法 に基 づ く発 見のプ ロセ スに よって展開 されてきた伝統的な会計理論 は,環 境 の変
化 に即応 してゆ こ うとして も会 計知識 の体系 に必要 とされる変化 につい てゆけ な くな る の で あ
　
る 。」
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この ように,ベ トフォー ドは帰納法 に よる リ トル トン流 の伝統 的会計理 論の形成方法 を批判 し,
会計理論 とはた えず変化 している環境 に即応 して変容 してゆかな ければな らない ものであ る,.と考
えるの である。すなわ ち,ベ トフォー ドは会計理論 の在 り方 を次 の ように考 えるのであ る。「会計学
を発展 させ る最善 の方法 を求 めるひ とつの考 え方 に 【.たが えば,会 計に おいて現 に行 なわれている
実務慣 行 を乗 り越 えて新 らしい発展 の可能性 を探求 する ことが会計理 論の機能 であ ると言え る。 そ
れゆえ・実 務 を拡張す る必要性 ない し機会 が生 じて くる場合 には,そ の前 に理 論が存在 し,そ の理
ゆ
論 に よって,実 務の動 向に対 す る洞察 が得 られ ることにな る。」 この ように,ベ トフ ォー ドは会計理
論 とは会計実務 に先行 す る実務 の指針 とな るべ きであ る,と 考 えてい るわけであ るが,ベ トフォー
ドの この発想 の手順は次 の とお りであ る。 ベ トフォ～ ドは 「……会計 知識 の体系は実務面 と理論面
　
の双方 か ら尊びかれ る。」 と して会計理論 と会計実務 との関係 を考 えてい る。 すなわ ち,実 務面で
は 日々の問題 を解 決す るために,新 たな会計技術 の開発がな され,特 殊 なニー ズに こたえ るために
くの
会計 をデザ イン してい る。そ して,「理 論的な研 究は拡大 する会 計行為 を理解 し,調整 す ることによ
くの
って会計 を進歩 させ る。」 とす る。べ トフォー ドは,実 務 におい ては その必要 か ら くふ うや変容 がみ
られ・ その中にあって会計理論 も会計関係科学 の影響 を受 けて変容 する ものであ ると考 え るのであ
る。 そ して,会 計の実務 におい て何 が必要 であ り,何 が求 められ るか を判断 できるな らば,会 計理
論は それ を理解 し,調 整 する ことにな る。 さらに進 んで,将 来に おい て何が求 められ るか を予測す
るこ とができるならば,会 計の理論 もよ りいっ そうの展開 を見 ることがで きると考え るの であ る。
ベ トフ ォー ドは,会 計 の将来 は社会 の本質 と社会 の変化 の様相 とを検討 す ると とに よって予測で
きる,と 考 えてお り,「変容 す る社会 の本 質について感 得 した ところに応 じて,… …将来 の社会 に
くり
お ける会計 の役割 を予測 す ることができ る…∵」 とのべ てい る。 すなわ ち,ペ トフォー ドに よれば,
会計 の将 来像 は変容す る社会 の本質 を知 ることに よって予測 され ることにな る,と い うのである。
そ して,ベ トフォー ドは社会の本質的 な変容 の うちで会計 に インパ ク トを与 える もの と して次の六
　
つの もの を挙 げてい る。
ω 人 口の増加
(2)組織体 の規模の拡大
(8)あらゆるタイプの組織 におけ る相互依存 関係 の増大
㈲ 技 術 のい っそうの複雑化
㈲ 経済的生活 水準 の向上 と安定
(6)入間生活 の質的向上
ベ トフ ォー ドに よれば,「 将来 の社 会はい っそう複 雑化 し,ま たい っそ う密接 な相互 関係 をもつ
ようにな るとい う社会学的研究 が正 し く,さ らにその ように増大 した複雑性 は社会構成 員相互間 に
お けるい っそう活発 な情報交換 を必要 とす るとい う見通 しが正:しければ,会 計 の領域 を拡 大す る可
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雛 は礫 に存在す る・…lll」とい うのであ る。 すなわ ち,ω ～(・)のイ ンパ 川 ・よ・て社雑
体におい てコ ミュニケー トされ る情報量 が大 幅に増加 す ることが予測 され る。 さらに,情 報 の計測
・伝達技術 の開発 ・拡大 につれて これ らの技術 の適 用 され る領域 も拡大 する ことにな り,会 計 の領
域 も拡大 す ることにな る,と い うのであ る。 そ して,ベ トフ ォー ドは 「伝統 的な会計職能の領域 に
限定 されている今 日の会計実務 が提供 してい ない会計情報 に対 して も社 会的要 求があ る・ と言 って
差支 えない と思われ 器①.」とのべ,さ らに,「現在 の会計 醍 供 してい ない ような新 しい会蒲 轍
ロゆ
対 して強 い要 求の ある ことが明 ら ・々にな った ときには会 計職能 を拡大 す るのが適 当であろ う……」
としてい る。 この よ うなベ トフ ォー ドの提案 について,会 計の本質 を完全 に変 えて しまうものであ
　
ると観察す る人 があ るか もしれ ない が,ベ トフ ォー ドは 自身の提案 につい て 「……ふるい会計 の内
容 も非常に多 くの部分 が保存 され るのであ るか ら,会 計職能 の革命 とい うよ りは,,会計職能 の拡張
　ケ
とい う方 がやは り適 当である と思われる。」 として,自 身の提案 は会 計の革命 を提案 す るものでは
な く,会 計領域 の拡大 を提案 す るものであ る,と 主 張す る。 したが って,ベ トフォー ドの求 める会
計情報 は 「新 しい レベルの情報 であ って,新 しい タイプの情報 ではない。 ……会計 として知 られ て
ロの
いる知識体系 の総入 れ替 えではな く,そ の拡張の可 能性 だけが存 在す る ことにな る。」 この点は,
後にも見 るように,ベ トフォー ドの情 報会計論 の特徴 である。
∬ 操 作 主 義
1におい て見 た よ うに,ベ トフ ォー ドは情報 会計論 の提唱 に当 って,帰 納法 に よる伝 統的 な会計
理論の形成方法 を否定す る。 ベ トフ ォー ドに よれば,会 計学 が展開 す るにつれて,帰 納 法に よって
求められた諸概念 では現代 の会計 の知識体 系 を充分 にのべ ることはで きな くな ってきてい るゆえに・
ロロ
新 しい諸概念 が求 められなければな らない,と い うの であ る。 ただ,ベ トフ ォー ドが求 め ようとす
る新 しい諸概念は従来 か らの諸概 念 を全面的 に査定 した うえで形成 される もの ではない・ ベ トフォ
　
一 ドの会計理論 の特 徴は 「知識 体系の総入 れ替 えでは な く,そ の拡張」にあ るのであって,ベ トフ
オー ドが求 め ようとす る新 らしい諸概 念は従来の諸 概念 を基礎 と して,そ れ を補 完 ない し,手 直 し
するた めの諸概念な のである。 ベ トフ ォー ドは これか らの会計学 におい て この ような新 らしい諸概
念 こそ必要 であ る,と して,次 の ようにのべ てい る。
「実際 には,会 計理論の理論的発展の ための基礎 とな る会計 諸概念 を確立す る ことは非常 に 困
難 である。た だ,帰 納法 に よっては会計理 論に必要 な新 たな諸概念 を求 める ことは不可能 である
ので,今 や帰納法 …… を採用す ることは何の助 け に もな らない。新 たな諸概 念 が創造 ・形成 され
なければな らない。 ……我 々は新 たな諸概念 を証明す る必要 があ る。 その方法 は帰納的 に求 め ら
れた諸概念 を証明 す る方法 よ りも学 問的 には厳 レい方法 であ る……。
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新 らしい ユ ニー クな諸概念 を人 々に知 らせ るよ りもすでに発見 され てい る諸概 念 を知 らせ る方
が楽 である。 すでに帰納 法 に よって発見 した諸概念 は会計 を見 る慣 習的な方法 か ら直感的に観 察
しうるものであ るの に対 して,新 らしい諸概念 は会計 を別 の観点 か ら見 ることに よってのみ把握
され うる ものであ るか らであ る。 しか し,会 計理論 をさらに発展 させ ようとす るな らば,我 々は
　
新 たな諸概念 の存在 を証明 す る新 たな方法 を求め る必要があ るだ ろ う。」
ベ トフ ォー ドは この よ うにのべ て新 たな諸概 念の存在 を証 明す るための方法 と して 『操作主義』
を採 用す る。『操 作主義』 とは,「概念 の もつ厳密な意味 は その概念 を計測 もし くは記述 するために
　
行なわ れる操作 を知 ることに よっては じめて理解 され うる,と い う立場 をとる。」 ものであ り,P.
W。 ブ リッジマ ンに よって強調 された観点 であ る。 ベ トフォー ドが紹介 す るブ リッジマ ンの 譜葉に
よる と,r操作主義』 的観点 に立 った物 の見方 とは次 の とお りであ る。 「一般 に,い っ さいの概念は
一組 の操作 か ら成 る。 それゆえ,概 念 とい うものは それにふ さわ しい操作 と同義であ ると考 え られ
る。 そして,・い っ さい の概念 に同義 であ る操作 はそれ独 自の一組 でなければな らない。 さ もなけれ
ば,そ の概念 は実務的 に適 用す るばあい に不明瞭 な もの となるであろ う。概念 の適切 な定 義は属性
　
に よるのではな く,実 際 の操作 に よる。」 とい うの であ る。
理論 とい うもの は概念 が存 在す る ところでなければ存在 しえない。 その概念 は それがのべ る一組
の操 作 鯵 考 にす ることに よ。てのみ磁 を・そ臆 味 を把 握す ることがで き撰 と、、う考 え方 がべ
5フォー ドめr操 作 主義』採 用 の根拠 であろ う。 ベ トフ ォー ドはrあ つい』 とい う語 を例 に とって
操作 主義的な物 の考 え方 を説明 してい る。rrあつい火』 とい うばあい とrあ つい 日』 とい うばあい
とでは 『あつい』 とい う意味 は異 なる。 また,あ る人 に とって 『あつい』 コー ヒーは他 の人 に とっ
てはr温 かい』 だけか もしれない。rあつい』 とい う概念 はオペ レー シ ョナル(操 作 的)に のべ る
とす れば,我 々は各状況 におい て存在 す る状態や操作 をのべなければな らない であろ う。 また,そ
　
の まわ りにあ る一組 の操作 をのべ ておかなければ,概 念 の正確 な意味 を把握 できない こ とにな る。」
と。
r操作主義』 は,発 想 の転換 をはか る薪 ら しい物の見方 であ り,物 理学 における相対性理論 のイ
ンパ ク トに よって もた ら された物 の見:方であ る。古 い慣 習的な諸概念 を用いたの では相対性理論は
説明 で きないで あろ う。新 らしい概念 を探究 す る新 らしい方 法が古 い慣 習的概念 に と りか こ まれた
物理 学か ら罪展 させ るため に必要 であ り・ また・ この新 らしい見方 は古 い慣 習的概念 を用い ること
が不適 当であ る ような分野 にお い て古 い慣 習的概念 が用 い られ ることを阻止す るた めに必要 であ る。
r操作主 義』 は概念 の細 か な記述 や概念 が適 す る環境 や分野 を選 定す る手段 を用意す ることに よ っ
　
て,概 念 の意味 に関す る不明瞭性 や漠 然性 を排除 するのであ る。 この ように,ベ トフォー ドは物理
学 において 『操作主 義』 とい った発想の転換 をはかる新 ら しい物 の見方 の有効性 を主張 し,こ の
　
r操作 主義』 的物 の見方 を他 の多 くの科学 に も拡 める必要 があ る,と す る。 もちろん,ベ トフォー
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ドは,会 計 におい て も慣習的概念 に取 り囲 まれた会計 学 を発展 させ るために,r操作主義』 とい う
ような新 らしい物 の見方 を と り入 れて発想 の転換 をはか る必要 がある,と い うのであ る。 そして,
ベ トフォー ドは,会 計 に おい て,9操作 主義』 が採用 されるな らば,そ れは次 の ような メ リッ トが
塑あるとい
つ。
(1)古い概念 は,そ れ らがオペ レー シ ョナ ルに記述 されない ときには捨 て さら21るので,多 くの
不明瞭 な観 念が排除 され ることになる。
(2)概念 が不 明瞭 なか たちでは 奉 く規定 され,誤 解 が減少 す ることにな る。
⑧ 概 念は それが適 応 しえない ような分野 におい ては用い られな くな る。
この よ うにベ トフ ォー ドは発想 の転 換 をはか るために会計 におい て 『操作主義』 を採用す る こと
を強 く主張 す るのであ るが,だ か らとい って伝 統的な物 の考 え方 を まった く捨 て さって し まうわけ
ではない。 ベ トフォー ドは概念が二 つの定義,操 作 的な もの と形式 的な もの とを持 つべ きであ ると
するヘ ン リー ・マグ ノー の主張 を支持 する。 すなわ ち,ベ トフ ォー ドはマグ ノーがのべ る次 の指摘
を支持 してい る。 「各受 け入 れ られた科学的計測可能量は 少な くとも二つ の定義,形 式的な もの と
手段的な もの とを もつ必要 があ る。 あ る科学が一定の プ ロセ スの二 つの性 格 を無視 するゆえに,あ
る科学 が どの ように正 当にな らない かを見 るのは興味 あ る仕 事 であ る。操作的 な定 義の欠除 は不 毛
の繍 となるし,形式的議 嚥 梛 離 ・)緻滋 に滅 」 しかし,こ のようにぺ け ・一 ド
がr操 作 主義』の採 用 を強 く主張 しつ つ も,伝 統 的な物 の考 え方 をも捨 て されていない。 これは,
あとで見 るよ うに,ベ トフ ォー ドの会計理 論全体 を通 しての特徴 であ る。 すなわ ち,ベ トフォー ド
　
の会計理論 は,「知識体 系 の総入 れ替 えでは な く,そ の拡張」 に あるのであ って,ペ トフ ォー ドが
発想の転換 をめざ したr操 作主義』は古い物の考 え方 に追加 あ るいは手直 しされるかたちにな って
いるのであ る。
皿 利 益 概 念
『利益』 とい う概念は会計 におけ る中心的概 念 である。『利益』概念 を どの ように理解 するかに よ
っ.てその唱 える会計理 論が果 な る もの とな ると言 って差 支 えない であろ う。 『利益』 概念 の探究 に
当って,ベ トフ ォ_ド はr利 益』 とい う概念 に存在 す る二 つの基本的 な意 味 を検討 す ることか ら始
める。 ひ とつは,「r利益』 の獲得 は経済活動 に従事 させ よ う とす る動機 づ け要因(motivating
f。,ce)とな る もの であ 戯 他 のひ とつtよrr利益』 は社会 の操作 耐 旨示 し,コ ン ト・一 ルす るため
闘 い られ る計購 であ ぎ.」淵 よ燗 の本性 に根 ざした もの であ り,後 者は社会の操儲 役 立
　
つように と意図 された ものであ る。
第一 の 『利益』概念 は,心 理学者 に よれば,人 間 の獲得 意欲 ・本能 であ って,そ れ自体 が 目的 と
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なる もの であ る。 また,社 会学者 に よれば,そ れは,人 間 の種 々の欲 求 を満 たすための 一般的 手段
であ った ものが,長 い年 月 を経 て成功 の シンボル とい う意味 を もつ ようにな った もので,そ れ自体
　
が 目的 とな るも のであ る,と い う。 すなわ ち,『利益』 の第 一の概 念は 『目的』 とい う意味 の概念
であ るとい うのであ る。第 二のr利 益』概 念は,中 世初 頭 か ら見 られは じめた もので,簿 記 的損益
計算 の一部 であ るbそ れは商業 に従事 する人 々の ニー ズに合 わせて,富 の増加 と考 え られ る もので
あ る。 その計測は不完全 に しか行 なわれえない ものであ るが,そ れは基礎 概念の合理 的な近 似値 で
あ るの で,企 業家 が どの事 業 を行 な うべ きか を決定 す るの に特 に役 立 つ概 念 である。 このばあい,
企業家は もはや多 くの漠然 と した不明瞭 な 目的 や望 み を主観 的に調整 する必要 は な くな る。 とい う
のは,こ れち は一般的 に計測 されたr利 益』 の額 に含 まれ て示 され るか らであ る。 すなわ ち,こ の
r利益』 は多 くの人 々の欲望 ・目的 を充 足す る手段 の合理 的計 測 と考 え られ る もの であ り,r手段』
ゆ
とい う意:味を もつ概念 であ る,と い う。
社会 の発展 において,計 測 された 『利益』概 念 のイ ンパ ク トは本 質的 な もの である。計測可能量
としてのr利 益』は経済 努力につい ての明瞭 な 目的 を設 定 する。 また,経 済 目的 として,計 測可能
r利益』'概念は経済活動 の 目的 を具体化 し,経 済 努力の組 立 を容 易す る。 このr利 益』概念 は企業 に
正 しい方 向づけ と努力 をコ ン トロー ルす る手段 を与 え ることにな る。 この ように基本的なr利 益』
概念 はやがて新 ら しい 『手段』と しての面 を持 つ に至 った。す なわ ち,『利益』が存在 す るか どうか
のみ を開 示す るのみな らず,そ れが どの よ うに存 在す るか,そ の額 が他 の人 が獲 得 した額 よ りも多
いか どうか を開示 す る手段 とな った。 努力 を評価 す る 『評 価人 』'としての役割 をはた す ことが可能
にな った。 それゆ え,現 在 の社 会 の状況 は計 測 されたr利 益』概念 が社 会 の操作 を促 進 するための
　
r手段』 としての意味 をもたせ て も よい状況 にな ってきてい る,と い うの である。 この よ うに,ベ
トフォー ドは,『利益』 には動機づ け要 因 とな るr目 的』 と しての もの とr評 価 人』 の役割 をはた
す 『手段 』 と しての もの とが存 在す る,と い うの であ る。 では,ベ トフォー ドが主張す る 『利益』
概念はいずれの 『利益』 であ ろ うか。 これ につい ては以下検討 す る ように,『評価人』 の役割 をは
たす 『手段』 と しての 『利益』 を考 えてい るのであ る。
『利益』 に 『目的』 としての もの と 『手段』 と しての もの とが存在 す るとい うべ トフォー ドにと
って,企 業 のr利 益』 について も当然 にr目 的』 としての もの と 『手段』 と しての もの とが存在す
ることにな るであ ろ う。 ベ トフ ォー ドに よれば,企 業 『利 益』 は,ま ず,経 済社会 に 目を向け させ
るための動機づ け要 因 とな るものであ るとい う。 すなわ ち,す べ ての経済活動 は,直 接 的 ・間接 的
に企業 『利益』 を獲得 するため に行なわ れてい るの であ って,と のば あい の企業 『利益』は 『目的』
としての 『利益 』であ る と考 え られ る ものであ る。 一方 で,す べ ての企 業はい かに 『利益』 を形成
すべ ぎか とい う計画 にか かわってお り,ま た,r利 益』 が形成 され る活 動 をコ ン トロー ルす るこt
にかかわ ってい るの であ って,こ の 『利益』は経営効 率 を評 価す るた めの 『手段』 とな るものであ
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　く　
る,と い う。
ベ トフ ォー ドは 『利益』には二つの意味が存在 す ると考 えてい るので,社 会 におけ る企 業 『利益』
ゐ役割 を論 ず るばあ いに もr利 益』 をr目 的』 としての 『利益』=求 める もの としてのr利 益』 と
が
結果 としてのr利 益』=獲 得 したr利 益』 との二 つに区別 して論 じてい る。繰 り返 す ことにな るが・
『利益』は動機づけ要 因 として貢献 する,と ・い うばあい,そ の 『利益』 は 『目的』 としてのr利 益』
である。将 来実現 す るr利 益』の期待値が動機 づけ要因 とな るのである。過去 のr利 益』 は将来 の
r利益』 が過去 の活 動 を繰 り潭 す ζとに よって形成 され うる とい う確信 を与 える・ しか し・ 動機 づ
け要因 としてみ ると,そ れは将来 のr利 益』の予測 である。 しか し,こ の ことか ら過去 のr利 益』
は我々の社会 において意味がない,と い うことにはならない。 む しろ,予 測 に基づ く将来 のr利 益』
と過去の 『利益』 との双方は多 くの重要 な機能 を果 す。獲得 された過去 のr利 益』 の主 な役割 は
　
r利益』 を追 求す る経営 管理者 お よび これに類す る人々 を評 価 するr手 段』 を提供 す ることであ る。
すなわ ら,経 営効率の良い管理者は経営操作が行なわれてい る状況において よ り多 くの 事 業r利
益』 を獲得 した管理者 であ るとい うことになる し,経 営効率 の悪い管理者 は少ない:事業 『利益』 し
か獲得 しえなか った管理者 であ るとい うことにな るであろ う。
管理者 の経営効率 の良 し悪 しを評価す る方法 には多 々存す るであろ うが,ベ トフ ォー ドは,上 記
の ようにひ とつの方法 として,・予測 された将 来のr利 益』 と獲得 された過 去のr利 益』 との関係 を
開示 する方法,す なわ ち,事 前 の 『利益』 と事後 の 『利益』 とを比較 す ることに よって管理者 の経
営効率の良 く悪 しを評価 する方 法 を提案 するの である。 ベ トフォー ドに よれば,事 前 『利益』 と事
後r利 益』 との差異 を分析 することに よって管理者の経営効 率の良 し悪 レを明 らかに しょうとい う
のであ る。経営効率 の良 し悪 しは獲 得 された 『利益』の額 や率 に反映 され るものであ り,そ れゆ え
に,『利益』 決定 の最:も重要 な役割は管理者の成 功 ・不成功 を公開 す ることである,と い うの であ
　
る。 すなわ ち,ベ トフォー ドの求 め るr利 益』 概念 は経営者 の効率の良い悪 しを評価 す るため の
r手段』 としてのr利 益』なのであ る。
べbフ ォー ドはr利 益』 をr目 的』 としてのr利 益』 とr手 段』 としてのr利 益』 とに区別 した
あ とで会計 上計測 されるべ き 『利益』 は後者 を中心 と した ものであ るとした。 では,こ の 『利益』
は どの ように定義 される ものであろ うか。『利益』 概念 を探 究す るばあいに,伝 統的会計理論 に見
られ るように}仮 にr利 益』 とは欲 望 を満たすた めの我 々の能 力における変化 である,と 規定 す る
　
とすれば,そ の規定は単 に辞句的規定 を行 なったにす ぎない,と い う。 べ トフ ォー ドは この ような
辞句的な規定 の仕方 を批判 して,次 の ようにのべている。r……概念 を まず記述 し,そ れを計測 し
ようとす ることは特 に有効 ではない。 とい うのは,辞 句 的記 述は単 に分類 につい ての未熟 な計 測 プ
ロセスであ るか らであ る。 すなわ ち,辞 句的記述 は概念の性 質についてのルーズは一般的な観 念 を
用意す るだけである。 これは言葉 が意図す る考 え方 を正確 に伝 える ことが できないのみな らず,辞
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句的記述 は概念 の性質 の正確な概念化 を必要 としない か らである。辞 句的記述 は,せ いぜい,未 熟
な方法 でひとつの概 念 を他か ら区別す るだけ であ る。 すべ てにおいて,辞 句 的概念 記述 は その性質
の一般的見方 を行な うもの であ る。 もちろん,辞 句的記述は異な る概念 を区別 し区分 す るプ ロセス
を表わす には表わ し:てい るけれ ども,辞 句的記述は やは り単 に区別 と して認め られる未熟 な計測 プ
ロセスである。」 そ こで,ベ トフ ォー ドはr利 益』概念 の探求に当 って操作主義の採用 を主張 す る。
た とえば,r利益』 の計測 において,r利益』か ら資本利得 ・資本損 失 を排 除 しよう とす るな らば,
r利益』 の中に資本 利得 ・資本損失 を含めて し まうば あいに我 々が もつr利 益』 概念 とは異な った
『利益』概念 を持 つ ことにな るであろ う。 すなわち,『利益』 が どの ように計測 される・か を知 る こと
に よってr利 益』 につい ての正確な定義 をす るこtが で きる。 そのばあい,r利益』 の計 測 に適用
される方法 には種 々の方法 があるの で,・r利益』 が計測 される操作 が どの ような操作 であ ったか を
　
知 る ことができれば報告 された 『利益』 の正確な意味 を理解 す ることができる。 これ とは別 に,操
作r利 益』 の見方 として,r利益』 は それ を創 出す るた めに行 なわ れた操作 を知 る ことに よって定
義 され うる,と す る見方 があ る。 このばあい,た とえば,r利益 』創 出操作 か ら資本 利得 ・資本損
失創 出操作 を除 くな らば,我 々は資本利得 ・資本損 失創 出操作 を含 め るばあいに もつ 『利益』 概念
とは異 な ったr利 益』概念 をもつ ことにな るであ ろう。 そのばあい,企 業 がr利 益』 を創出 す る操
作 には種 々の ものが存 す るので,r利 益』 は それ を創 出するた めに行 なわれた操作 をのべ ることに
ゆ
よって正確 に規定 される ことにな る。
この よ うに,ペ トフォー ドはr利 益』概念 を規 定 しよ うとす るば あい,単 な る辞句的記述 に よる
べ きではな く,r操作主義』 に よるべ きであ る とする。 ただ,.上に見 た ように,ベ トフ ォー ドに よ
れば,『利益』概念 を求め る 『操作 』には二通 璽の ものが存在す るとい う。 すなわ ち,『利益』 を計
測 す るr操 作』 とr利 益』 を創出す るr操 作』 とであ る。では,ベ トフォー ドが採用 す るr操 作主
義』 におけ るr操 作』 は前者,後 者 いずれのr操 作』 であ り,また,ベ トフォー ドの求 めるr利 益』
はいずれ の 『操作 』に よるr利 益』であ ろうか。 ベ トフォー ドに よれば,前 者 の意:味め 『操作』 は
会計 の 『操作』 であ り,こ の意味 でのr利 益』 は企業 の 『利益』 を計測す るばあいの会計担 当者に
　
よって行 なわれた一組の操作 と して定 義 され るもの,す なわち,会 計計測操作 として定義 され るも
のであ る。後者 の意味 の 『操作』は経 営 の 『操作』 で あ り,こ の意味 での 『利益』 は企業実体 に よ
ゆ
って行なわ れる一組 の操作 のr結 果』 として定 義 され る もの,す な わ ち,経 営操作 結果 として定 義
され る ものである。.べ 峯フォーー ドに よれば,「前者 のr利 益』 を会計計 測操作 と見 るr操 作主義』
は古典的 な 『操作主義』 の見方 であ り,企 業 『利益』 の会計計測技 術 を改良す るための指針 として
は欠 陥 を有 する。 とい うのは,会 計計測 操作 とい うものはい ったん確立 されて しまうと,そ れ を変
　
更 する ことは難か しいか らであ る。」 とい う。 すなわ ち,会 計計 測方法 を常 に発展 させ,会 計 理論
を も発展 させ ようとするベ トフォー ドに とって,会 計計測方法 が固定化 する道は選択で きないの で
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あろう。 ベ トフォー ドに よれば,「後者 のr利 益』 を経営 操作結果 と見 るr操 作主 義』 は会計計測
技術か ら企 業操作 を切 り離 して考 える もの であ るか ら,常 に会計 プ ロセ スについての批判 的検討 の
ための基礎 を用意 し,そ して,会 計 計測 プ ロセ スにおい てな され るべ き必要 な変化 をもた らす余地
叫
を残 してい る。」 とい う。 すなわ ち,会 計 計測方法 の発展 をはか るためには,会 計計 測操作 とは切
り離 して,r操作』 とい えば,経 営 の利益創 出操作 を意味す るr操 作主義』 を採 用 し,そ れに基 づ
く 『利益』 概念 を採 用 しようとい うのであ る。
以上見た ように,ペ トフォrド は基本的r利 益』 概 念 の検討か ら始め て,自 か らが探 し求 め る
r操作 利益』 に行 きつ くのであ る。 しか し,ベ トフォー ドはr操 作利益』 を探 し求 めたあ とに も,
伝統的(constitutive)『利益』概念,す な わち,『利益』 とは経済的富 の増加 であ るとす るr利 益』
概念 を完全 に捨 て さって しまったわけではいない。べ トフォー ドは この点 について 「伝統的r利 益』
概念から操作的r利 益』概念 に変遷 したのは,r利 益』が もは や企業実体 の経済的富 の総増加 として
　
考え られな くな り,企 業操作 であ る企業活動 か ら創 出す る増加額 として考 えられ るようにな った。」
とのべ てい る。 この よ うに,ベ トフォー ドの理論は従 来か らの概念 を まった く否定 す るのではな く,
それ を基礎 として,そ れに追 加ない し手直 しす るかたちで展開 され るのであ る。
IV利 益の計測とその原則
皿 におい て見 たよ うに,ベ トフォー ドに よれば,r利益』 は経営者 の効率 の良 し悪 しを評価 す る
ためのr手 段』 であ るとされ,ま た,こ の 『利益』 は経営 の操作 によって創 出 されるr操 作利益』
であ るとされた。
ベ トフォー ドはr利 益』 を創 出す る経営 の操作 を検討 す るに当って,ま ず,経 営の操作 を次 の6
　
つの過 程 に分 類 す る こ とか ら始 め て い る。
(1)貨幣 資 源 の 取 得(aquisitionofmoneyresources)
(2)用役 の取 得1(aquisitionofservices)
(3)用役 の利 用(utilizationofservices)
(4)取得 用役 の再 結 合(recombinationofaquiredservices)
(5)用役 の販 売(dispositionofservices)
(6)利益 の分 配(distributionofincome)
そ して,ベ トフ ォー ドは経 営 の 操 作 を区 分 して個 別 に検 討 す る こ とに つ い て,「 それ は 操作 利 益
の総計(overalloperationalincome)が有 用 な 計 測 値 で は な い,と い う こ と を意 味 す る もの では
ない。 操 作 利 益 は企 業 実 体 の全 体 的 な効 率 を見 る イ ンデ ッ ク スで あ るが,そ れ は個 別 的 に検討 した
㈱
方が良い ものであ る。」 とのべ てい る。 ベ トフォー ドに よれば,r利益』 を創出す る経営操作は上記
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(1)～(6)のうち,〈2)～(5)の4つの もの であ り,(D,(6)はその検討 か ら除かれ る。
ベ トフ ォー ドは それぞれの経営操作 か ら創出す るr操 作 利益』の計測原 則 として,ま ずr費 用 ・
収益対応 の原 則』 を持 ち出す。 この点 に つい てベ トフ ォー ドは次の ようにのべ てい る。層「現 在,『利
益』計測 に当 って採用 され てい る費用 ・収益対 応の技術 はあ る程 度では あ るが操作 利益概念 を示 し
てい る。 この費用 ・収益 対応 によるr利 益』計測 の利点 を生 か して,全 体 的な経営 操作 利益 を計測
する方法 を発展 させ る ことがで きるであ ろう。 それゆ え,あ らゆ るタイプの操作 利益 を計測 す るた
ゆ
めの技術 として費用 ・収 益対応のプ ロセスを用い る ことがで きるか もしれない。」 と。 ベ トフォー
ドに よれば,「収益は顧客 に引渡 された生産物 につ いての価値 の計測値 であ ると考 え られ る点 に お
い℃成果 であ り,費 用 は収益 を獲得 す るために充 てられた努力 であ り,両 者 の対応 の結果 は資産使
　
用 とい う効率 の インデ ックスであ る。」 とい う。 したが って,ベ トフォー ドは 「今 日行 なわれてい
る対応技術 に よるr利 益』計測 の方 法は払 われた努 力(用 い られた生産 資源)と それに対 す る成果
　
(受入れ られ た貨幣資源)と を対応 させる とい う点 で全 体的な経営効 率 を計量 する ことが できる。」
と考 え るのであ ろ う。 た だ,ベ トフォー ドの考 え るr費 用 ・収益対応 の凛 則』 は今 日言 われてい る
費用 ・収益対 応 と同 じもの ではない。 ベ トフォー ドは,今 日行 なわ れてい る費用 ・収益 対応技術 を
ヒン トとして 自らのr利 益』計測原則確立 のために,今 日の対応技術 に手 直 を加 えて い るのであ る。
今 日行 なわれ てい る対 応技術 によるr利 益』の計 測は期間収益 を認識 し,そ れ に対応 す る費用 を決
定 してい る。 すなわ ち,収 益 が認識 されてのちに費 用が認識 され,し か もその収益 は実現 した時に
認識 され るこ とにな ってい る。 ベ トフ ォー ドに よれば,こ の ような対応技術 に よ.って計 測 さ れ た
r利益』 は全 体的な経営 効率 を見 る資料 と言 えないわ けではないけ れ ども,r利益』 を創出す る経営
　
の各操作 における経営効率 を評価す るためには不充 分であ る,と 見 る。 そ して,r利 益』 を創立す
る経営 の各操作,す なわち前述の(2)～㈲ の4つ の操作 ご とに対応技 術 を用 いてr操 作利益』 を
求 め,各 操作 ご との経営効率 を評価 しようとす るのであ る。 そのためには,収 益 は実 現 した時 に認
識 するのでな く,各 操作 が完了 した時点 で認識 し,こ れに対応 す る費 用 を認識 しようとい うの であ
　
る。 この ように,ベ トフォー ドは費 用 ・収 益対応の原則 をr利 益』 を創立 する経営 の各操作 ご とに
適用 する ことを提案 するのであ る。 そのの ちに各操作 ごとの収益 お よび費用 の認識 原則 を確立 しよ
うとす るのである。 そのばあい,以 下 に見 るよ うに,ベ トフ ォー ドは標準原価 ・予算 とい った従来
か らの技術 に ヒン トを得 た収益 ・費用 の認識 原則 を確立 しようとす るので あるp
〈用役 の取 得活動 〉
現在行 なわれてい る会計 は一 収益 は用役 を取得 して販売 する までの間 に徐 々に発生 してい ると
言 われ ることもあるけれ ども一 用役 の取得活動 か ら創出す るr利 益』 につvlてこれ を計測 す る方
法 を持 ち合 せていない。 この点,ベ トフ ォー ドは不満 に 思っている。 そこで,ペ トフォー ドは 「用
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重
役の取得活動 も,操 作主 義的に見 れば,『利益』創 出活 動のひ とつで あ り,そ の ような 『操作』 に
おける経営効率 を計測 し,こ れ を開示 した い と考 え るな らば,用 役 の取得活動 におけ る努力(犠 牲)
と成果(獲 得 された価値)と の双方 を計量化 して対応 させ る方法 が開発 されなければな らない。」
と主張す る。 そ して,そ の方法 として ベ トフォー ドは標 準原価 あ るいは予算 と実際原価 とを対応 さ
　
せてその差異分析 を行 な う方法 をヒン トに して自 らの方法'を提案 しようとす る。.
現在行 なわれてい る会計 にあ っては,用 役 の取得価額 は割 高 で買 ったばあ い も,割 安 で買 ったば
あい も,そ の支出 した額 で示 されてい る。 しか し,経 営効率 の良 し悪 しを判断 しようとす るな らば,
割高 で用役 を取得 したばあいには経営効率は悪 く,割 安 のばあいには良い とい うことが判断 で きな
ければな らないで あろう。 そ こで,ベ トフォー ドは 「実際 にその企業が支 出 した取得原価 と他 の諸
企業 が支払 う平均的価格 の ようなr客 観 的』取得原価 とを対応 させ る……」方法 を提唱 する。 すな
わち,ペ トフ ォー ドは実際取 得原価 を努力(費 用),客観的取得原価 を成果(収 益)と 見 た上 で,「特
殊な用役資源 を取得 するためにな された努力 と 『正常な』取得価格 とい う意味 での支払 われ るはず
であった努力 とを計量化 し,こ の両者 を対応 させて,そ の差 異 を用役取 得活 動 にお ける経営効率の
　
判断 に用い よ う。」 とい うのである。 その結果 は,『bargain』で割安 で用役 を取得 したばあいの経
営効率は良 く,『unlucky』で割 高 で取 得 したば あいの経営効 率は悪 い もの と判断 され る ことになる。
〈用役 の利用活動〉
用役 の利用活動 とは,用 役 資産 を使 用すべ きか一定期間保有 すべ きか を決定 す る活動 であ る。企
業は用役 資源 を使 用す る際,そ の用役 資源 を今,使 用す る こととそれ を保有 しつづけ るこ ととでは
　
どちらが よ り多 くのr利 益』 を得 ることがで きるか を考慮す るはず である。 ペ トフォー ドは この用
役資産 を保有す るこ とを 『投資』,そ の 『投資』 に よって創 出す る 『利益』 を 『投資利益』 と呼 ん
らの
でお り,こ のr投 資』操 作は経営操 作 の重要 な部分 であ り,ま た,r投資利益』 も経営利益 の重要
ゆ
な部分 であ る,と い う。 それゆえ,ベ トフォー ドは保有 によって創 出 されたr投 資利益』 は用役 の
　
保有活動に おけ る効率 と見 るために他 の操 作に よって創 出 されたr利 益』 と区別 して示 すべ きだ,
と主張す る。
用役資源 を保有 す るばあいには,取 得 か ら利用 までの間に時間的な隔 りが存在 する ことにな り,
　
それゆえに,取 得原価 と再調達原価 とい うふたつ の原価は当然 一致 しな くな る。 そ こで,ベ トフォ
ー ドは,r投資 利益』の計測 に当 って,「保有 してい る資源に つい て,再 調達原価 と取得原 価 とを比
　
校する費用 ・収益 の対 応方法 ……」 を提 案す る。すなわ ち,再 調達原価 を収益 と,取 得 原価 を費 用
とみて両者 を対応 させる ことに よって保有活 動 につい ての効率 を判断 しよ うとい うのであ る。 ただ,
このばあいの取得原価 は実際 の取 得原価 を意味す るわ けではない。 それは先 の部門 か ら振 替 えられ
てきた 『客観的取得原価』を意味す るのであ る。.そうすることが先 に見た 『bargain』や 『unlucky』
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とい った要 素 を排除 す ることにな り,い っそう正確 に保有活 動におけ る効率 の判断す る ことにな る,






めに用い られ た個 々の用役 の合計額 よ りも価 値 を持 つ ことにな るであろ う。 すなわち,製 造活動 に
よって価値 は増加 す る ことにな るであ ろ う。 それゆえ,ベ トフォー ドは用役 の再結合活 動における
効率 を判断 しよ うとする'ばあい,こ の価値 の増加,す なわ ちr利 益』 を対応 の原則 を用 いて計測 す




再結合活 動に よって創 出 され るr利 益』 の計測 に当 って,ベ トフォー ドは原価差 異ない'しは予算
差異 を求 め る方 法 を考 えてい る。 この点 について,ベ トフ ォー ドは次 の よ うにのべ ている。「成果
が標準原価 あ るいは予算 に よって計測 され るばあいには,実 際原価(努 力)を 事前 ない し事後に決
ゆ
定 された 目的(成 果)と 対 応 させ るこ とは経営効 率の インデ ックを示す ことになろ う。」 ただ,ベ
トフ ォー ドは,現 在行 なわれ てい る この ような方法 では再結合活動 に よって創 出 され るr利 益』 を
なゆ
計 測す る ことはで きない,と してお り,こ の方法 をその まま使用す るわ けではない。 ベ トフ ォー ド
は この よ うな方法 に ヒン トを得 て,自 身 の方法 を提唱 してい る。 すなわ ち∫「標 準原価 に 『正常』
ゆ
利益 が加 算 され るな らば再 結合活動 か ら創 出 され る 『利益』 を計測 す るこ とができる。」 とす るの
である。 このばあい,標 準原価 にr正 常』 利益 を加 えた ものは純実現可能 価値(純 販売可能価額)
であ るので,ベ トフォー ドが再結合活動 におけ る成果の計測原則は純 実現可能価値 であ り,こ れに
対応す る努 力の計測 原則は,前 の部門 か ら振替 え られてきた用役 の再調達原 価 とい うことにな る。
.すなわ ち,ベ トフォー ドに よれば,用 役 の再 結合活動 に よって創 出・され る 『利益』の算定 に当って
は純実現可能価値 を収 益 と見 て,◎再結合 用役 の再調達原価 を費用 と見 て,こ れ らを対 応 させ るこ と
に よって計測 され ることにな り,こ のr利 益』 に よって用役 の再結合活動 におけ る経営効率が判断
され る ことにな る,と い うのであ る。
〈用役の販 売〉
ベ トフ ォー ドは用役 の販売活動 も企業 の 『利益』 を創出す る重要 な操作 のひ とつであ る と見てお
り,そ こにおけ る効 率 を観 察 する必要性 を主張す る。
先に見 た ように,ベ トフ ォー ドに よれば,販 売 す る用役 につい ては販売活動部門へ将来 の販売可
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能価額,す な わち純実現可能 価額 が振替 え られ る ことにな ってい るので,こ の価額 相 当額 は用役 の
販売活動 におけ る費用 と見 な され るであ ろう。 そ して,こ れ に対応 す る収 益 と見な され るもの とし
ては実際 の販売価額が該 当する ことにな る。す なわち,ベ トフ ォー ドに よれば,用 役 の販売活動 に
おける 『利益 』 を計測す るためには,実 際販売価額 と販売 可能価額(純 実 現可能価値)と を対 応 さ
　
せることにな るのである。 ベ トフ ォー ドに よれば,販 売活 動 においては実際 に購売可能価額 を上 ま
ゆ
わって販 売す る ことが できたばあい に販売部 門 におい て 『利益』が生 ずる ことにな り,こ の 『利益』
の多寡に よって経営効 率が計測 される ことにな る,と い うのであ る。
Vお わ り に
べ トフォー ドは,操 作利益 の開 示 を提案す る以前 には損益計算書へ補足 的デー タを付す ことを提
ゆ
棄 してい る。 この主張 の根拠 は,ベ トフォー ドが 『利益』概念 とい う ものが各人 ごとに,各 人 の財
務諸表利用 目的 ごとに異 な ると考 える ところに存 在す る。現行 の会計 においてはひ とつの 『利益』
しか開示 され てお らず,し か もその開示 され るr利 益』概念 は会計担 当者が念頭 においた限 られた
が
意味の ものであ り,各 人 の 目的 ごとに役立 つ もの ではない。 この点,ベ トフォー ドは大 いに不 満な
のであ ろ う。 しか し,ベ トフォー ドは この ような不満 を解決 す るに当 って,'異な る 『利益』概念 ご
とに,異 な る目的 ごとに財 務諸表 を別 々に作成 すべ きであ る,と い うよ うな提案 をした りは しない。
ベ トフォー ドはあ くまで も会計 担 当者 が作成 す る・現行 の財 務諸 表 を基礎 として,そ れに補足 デー タ
を追加す る ことを提案 す るのであ る。 この点 についてベ トフ ォー ドは次 の ようにのべ てい る。 「種
　
々の 『利益』概 念の もとに経営諸活動 のあ ら ましを示 す ように補足 デー タの作成 を提案 すべ き」 で
ある。,すなわ ら,ベ トフォー ドは あ くまで も現 行 の会計 を前提 とした うえで,実 行可能 な点 を と り
あげて,手 直 しをしてゆ こうとい う意味で補足 デー タの作成 を提 案す るのであ る。 この点か ら,ベ
トフォー ドの提案 は現行 の会計 の根底 か らの大 変革 を提案す る ものではな く,現 行 の会計 を基礎 と
しつつ よ り充実 した情報開 示のた めに実行可能 な所か ら手直 を してゆ こ うとす る ものである。 この
ようなベ トフォー ドの基本的 姿勢は のちに情報 開示 の領域 を拡大 す ることを提案す るば あい に も一
貫 して示 されてい る主張 である。
　
ベ トフ ォー ドは,操 作利益 の開示 を提案 した後年 に,下 記 の範 囲の情 報開示 を提案 してい る。 こ
の主張はそれ を唱 えた著書 「会計 デ ィスクロー ジャーの拡張」(「ExtensionInAccountingDis-
closure,1973」)の標題 が示す とお り,会 計 の開示領域 の拡大 を主張す る ものであ るが,現 行会計
の変革 を唱 え る もの ではない。 それはあ くまで も現行会計 に基礎 を置いた うえで会計領域 の拡大 を
提唱す るものであ る。 この点 につい てベ トフォー ドは次の よ うにのべ てい る。 「下記 の広範 なデ ィ
スクロー ジャー様 式 の枠組 は,既 存 の会計 方法論に よるとい う点 で最 小限 の実行可能性 の テス トを
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満た し,よ り大幅なデ ィスクロー ジャー要求 の高 ま りに応 えてい る。」
1.総 括的会計 デ ィスクロー ジ ャー報告書









2.状 態報告書(貸 借 対照表)
a.経 済的側面
b.社 会的側 面
3.活 動報告書(損 益計算書お よび財務変動表)
a.:経済的側 面
b.社 会的側面
H.個 別 デ ィスク ロー ジ ャー報告書
A.法 的 に要求 され る報 告書(所 得税,SEC財 務諸表規 則10K,等)
B.計 画報告書
1.「短 期債 権者」 のため の,現 金 予算
2.「投 資家」 のた めの,長 期計画
3.「経営 管理者」 のため の,詳 しい事業計 画別分析
4.「一i般大衆」 のための,社 会 にお ける企業 の役 割 に関 す る方針 お よび計画案
C,統 制報告書
1.「短期債権者」 のための,現 金以外の資産 の実現 価値報告書 に よって補完 された,キ ャ
ッシュ ・フローの実 績 ・予算比較
2.「投資家」 のための,長 期計 画 と実際 との5年 間 の趨勢 比較
3.「経営管 理者」 のための,予 算,過 去 の実績,お よび 当該産業 の標準 からの差異 に関 す
る統計的分析
4.「一般大 衆」 のための,社 会的 な 目標 ・目的(雇 用慣 行,経 営的生産,公 害,お よび生
活様式)へ の企 業 の貢献
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D.保 全管理 デ ィス クロー ジャー
1.「短期債権 者」 のた めの,当 座資源 ・流 動資源の使途 と源泉 に関 す る状 態報告書
2.r投 資家」 のための,長 期資源の源泉 ・利用 お よび状 態報告書
3.「経営管理者」 のための,偶 発 資産 ・偶発債務 の領域 に関す る,記 録 に残 る実際 の報告
書 とすべ ての法的報告要件 との比較
4.「一 般大衆」 のため の,経 済的お よび社 会的な両 日的の達成 に関 す る状態報告書 お よび
活動報告書 ・ ・
上記 の ような提案 も,ペ トフォー ドが 誘 うよ うに 「既 存の会計方法 論に よる とい う点で最小限 の
ゆ
実行可能性 の テス トを満たす」・だけの ものであ り,現 在,行 なわ れてい る会計 に実行可能 な ところ
を加えて,現 行 会計 の手直 を主張す る ものであ る。 また,ベ トフォー ドが操作r利 益』 の計測 に当
って提案 す る費用 ・収益対応 の原則,お よび標準原価の概念 を念頭においた原価差 異,予 算差 異の
分析 とい った技法は現在,会 計 におい て用 いられてい る技法 を応用 した ものであ る。 この ように,
ベ トフォー ドの主張す る情 報会計論は,常 に現在の会計 を基礎 にt.て,実行可 能性 のあ るところを
手直 して会計 の領域 を拡大 してゆ こうとす る ものであ り,決 して新 らしい会計 を創 り直お そう と考
えるものではない。 すなわ ち,ベ トフォー ドは,相 対性理論 にイ ンパク トを与 えた'r操作 主義』 を
会計学 に と り入 れて,会 計 学におけ る発想 の転換 を促が そ うとしたに もかかわ らず,ベ トフォー ド
白身の主張 に それほ ど大 きな発想 の転換は示 されていないのであ る。
注(1)N.M.Bedford「ExtentionInAccountingDisclosure,1973」P.3(原 田 満 範 訳 「会 計 デ ィ ス クn一
ジ ャ ー の 拡 張 」 昭 和55年P・5)・
(2>N.M.Bedford「lncomeDeterminationTheory,anaccountingframework,1966」pp.2～3).




(7)N.M.Bedford「TheFutureofAccountingInAChangingSociety,1970」(菊 地 和 聖 訳 「会 計 学
の 将 来 」1972年P.6).








(16)菊地 和 聖 前 掲 邦 訳 書p.30.
(吻N.M.Bedford「IncomeDeterminationTheo .ry」pp.5～6.
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㈲ 原 田 満 範 前 掲 邦 訳 書pp.157～158.
⑱ 同 上P.158.
㈲ 同 上p.158.
